
４ 「健やか親子２１」公式ホームページによる情報提供 

 「健やか親子２１」公式ホームページは、平成 13 年７月 25 日に開設された。 

主な目的は、「健やか親子２１」に関する効果的な取組の推進を目指し、母子保健サ

ービスの実施の参考になる情報を発信するため、「健やか親子２１」における母子保健

情報の利活用に関する調査研究を進める研究班※により開設された。 

開設後は、週１回ホームページの更新を行い、厚生労働省、文部科学省、内閣府、

消費者庁など省庁から出される検討会情報、発出通知の紹介、各自治体・推推協議会の

取組情報などを中心に、積極的な情報収集及び公表を行っている。 
※ 「地域における新しいヘルスケア・コンサルティングシステムの構築に関する研究」 

（平成 13～15 年度 研究代表者：山縣然太朗） 

「健やか親子２１の推進のための情報システム構築および各種情報の利活用に関する研究」 

（平成 16～18 年度 研究代表者：山縣然太朗） 

「健やか親子２１を推進するための母子保健情報の利活用および思春期やせ症防止のための学校保健との

連携によるシステム構築に関する研究」（平成 19～20 年度 研究代表者：山縣然太朗） 

「健やか親子２１を推進するための母子保健情報の利活用に関する研究」 

（平成 21～23 年度 研究代表者：山縣然太朗） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（参考）公式ホームページに掲載されている主な内容  

○「健やか親子２１」について 

「健やか親子２１」検討会報告書や「健やか親子２１」の推進体制、「健

やか親子２１」に関するリーフレットやパンフレットなどの情報が掲載

されている。 

○取組の目標値 

「健やか親子２１」の各課題の指標について、策定時の現状値や中間評価

における評価値、中間評価における指標の出典などが掲載されている。 

○取組のデータベース 

都道府県、保健所、区市町村、医療機関、関係団体が実施した「健やか親

子２１」に関連した母子保健サービスなどの取組について、検索できる。 

○母子保健・医療データベース 

政府各省庁や都道府県の基本統計、各種調査研究報告書、厚生労働省にお

ける母子保健事業、研究報告書、審議会等報告書など、母子保健、医療に

関する各種データソースを過去約 10 年程度遡って広くまとめられており、

検索できる。 

http://rhino.yamanashi-med.ac.jp/sukoyaka


 

（1） 「健やか親子２１」公式ホームページの取組のデータベースに登録されている

地方公共団体や「健やか親子２１」推進協議会等の取組状況について 

 

 

 

 

平成 ～18年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度  

 

(%) 

累計 

登録総数 

 

1,543 

 

1,748 

 

2,033 

 

2,332 

 

2,860 

 

3,265 

 

3,959 

 

5,169 

課題１ 

 

307 333 

(26) 

384 

(51) 

431 

(47) 

486 

(55) 

530 

(44) 

618 

(88) 

764 

(146) 

14.8 

課題２ 223 260 

(37) 

309 

(49) 

366 

(57) 

461 

(95) 

546 

(85) 

690 

(144) 

943 

(253) 

18.2 

課題３ 163 189 

(26) 

235 

(46) 

273 

(38) 

337 

(64) 

375 

(38) 

453 

(78) 

591 

(138) 

11.4 

課題４ 850 966 

(116) 

1,105 

(139) 

1,262 

(157) 

1,576 

(314) 

1,814 

(238) 

2,198 

(384) 

2,871 

(673) 

55.5 

※データは、平成 25 年７月 11日までの登録数を元に算出した。また、（ ）は、各課題について 

年度ごとの登録総数を示した。 

  

 

  

平成 13 年の公式ホームページ開設以降、取組データベースの登録数は増加

し、現在までに約 5,200 件に及んでいる。各課題についても、年度ごとに登録

数は増加し、課題４に関する事業登録が約半数を超えている。 



 

（2） 地方公共団体別登録数 

 

 

 

 

 

 

 
※取組データベースに登録された事業数が最も多かった 10地方公共団体（都道府県レベル）を示

した。また、各課題についても同様に、登録総数が多かった５地方公共団体をあわせて示している。 

 

 登録数が最も多かった地方公共団体は、「北海道」、「富山県」、「愛知県」だ

った。 


